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Ⅰ　は じ め に

　1985 年男女雇用機会均等法制定から約 30 年が
たち，日本でも明白な男女別取扱いは減りつつあ
る。しかし，男女を同一に扱う人事制度の下でも，

男女の賃金格差や女性の管理職率の低さは解消し
ていない。むしろ，性差別は，パート差別や年齢
差別などと複合して見えにくくなりつつ，現代社
会における格差や貧困を生み出す社会構造の一部
となり深く浸透している 1）。こうした状況に対し
て，現在の法は，有効な対抗手段となり得ていな
い。それは，単に法が守られていないという理由
からのみではなく，それ以上に，法の枠組みや内
容が，現代社会における性差別の形態の変化や発
生の仕組みに有効に対抗しうるものとなっていな
いからではないか。
　では，性差別に有効に対抗するための法的枠組
みとして，どのようなものが考えられるであろう
か。本稿では，EU法 2）（European	Union	Law,	欧

特集●労働市場における男女差はなぜ永続的か

性平等に向けての法的枠組み
―EU法における展開を参考にして

黒岩　容子
（弁護士）

			現代社会に根深く存在しつづける性差別に対して，法が有効な対抗手段となるためには，
どのような法的枠組みが必要なのだろうか。本稿では，EU法における性差別禁止法理の
展開に手がかりを探る。EU法では，1970 年代以降，まず，「男女別取扱い禁止」の徹底
が図られた。立法および判例法理により，男女同一価値労働同一賃金原則の導入・実施，
直接性差別禁止の例外範囲の限定，比較対象者の選定困難の解消が強力に進められたので
ある。同時に，単に男女を同一に扱うだけでは性差別の解消は困難であることが認識され，
2つの方向から，その克服のための取組がなされた。一つは，より多様な形態の行為類型
を「性差別」として禁止するための法理が形成されたことである。その代表が，間接性差
別禁止法理（「性平等実現への障害不除去」という性差別）であり，妊娠・出産直接性差
別法理（「女性固有のニーズへの配慮の侵害」という性差別）である。もう一つは，消極
的な差別禁止・個別申立による事後救済だけでなく，より積極的かつシステマティックな
性差別の是正と性平等の推進が行われたことである。それに関連して，ポジティブ・アク
ション（一方の性に対する特別の措置）が逆差別との関係で争われるなかで，積極的措置
としての法的枠組みのあり方が議論され，ポジティブ ･アクションの射程範囲が画定され
ていった。このような EU法における展開を日本法への示唆として受けとめ，本稿では，
日本における「性差別」「性平等」概念の見直し，具体的な性差別禁止法理のより有効な
枠組み，さらに性差別是正措置の改善について，問題提起を行う。
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州連合法）における性差別禁止法理の展開を分析
し，そのなかから手がかりを見い出していきたい。
EUは，1970 年代半ば以降，女性労働力の活用と
いう経済発展のための重要な柱として，同時に，
基本的人権保障という視点から，男女差別の撤廃
に積極的に取り組んできた。性差別禁止に関する
新法制定や法改正も幾度も行われ，また，多くの
判例が蓄積されてきている。そのなかで，性差別
是正のための様々な法理が形成され，それらの論
拠や意義および限界とその克服をめぐる論議も活
発に行われてきた。そうしたEU法の経験は，日
本の法的枠組みを考えるうえでも示唆に富むもの
であろう。
　本稿では，EU法における性差別の是正につい
て，特徴的な 3つの点，すなわち男女別取扱い禁
止の徹底，「性差別」として禁止する行為形態の
拡大，性平等のより積極的な推進について紹介し
たうえで，EU法が直面する課題とその克服の試
みに触れ，これらEU法からの示唆をふまえて現
代性平等法に求められる法的枠組みについて考え
てみたい 3）。
　

Ⅱ　男女別取扱い禁止の徹底

1　男女同一価値労働同一賃金原則および直接性差

別禁止法理の発展

　性差別の是正にむけて，EU法が強力に機能し
始めたのは 1970 年代半ばである。その原動力と
なったのが一連の指令制定である。1957 年 EEC
設立条約には，性差別に関しては，男女同一労働
同一賃金原則に関する規定（旧 119 条）しかなかっ
たが 4），1970 年代の半ば 5）以降，上記条約を補
完する下位の法として，1975 年男女同一賃金指
令（賃金に関する性差別禁止を規定）や 1976 年男
女平等待遇指令（賃金以外の労働条件に関する性差
別禁止を規定）などの指令が制定された 6）。同時
期に，欧州司法裁判所は，EU構成国の市民は性
差別に対してEU条約違反を根拠として提訴でき
ると判示し 7），性差別に対する不服申立や訴訟の
提起を促進することになった。
　性差別の訴訟では，まず，男女別の取扱いが，

男女同一労働同一賃金原則あるいは直接性差別禁
止違反として争われた 8）。両者はともに，男女同
一取扱いすなわち男女の別なく「等しいものは等
しく」扱うことを理念として，男女別取扱いを禁
止する法理である。EU法の第一の特徴は，判例
法理や立法の展開をつうじて，これらの法理の内
容を充実させながら，男女別取扱いの禁止を徹底
したことである。EU法における両法理に関連し
て，とくに注目されるのは，以下の 3つの点であ
る。
　第１は，男女同一価値労働同一賃金原則が導入・
実施されたことである。
　EEC 設立条約旧 119 条は，文言上は男女同一
労働同一賃金原則（下線は筆者）を規定していた
が，1975 年男女同一賃金指令 1条および 1981 年
ウォーリングハム判決 9）により，同条が「同一
価値」労働同一賃金原則をも内容に含むことが確
認された。これにより，たとえ男女の職域が分離
していて従事する仕事が違っていても，男女の仕
事の「価値」が同じであれば，男女の賃金格差は
条約違反の対象となることとなった。
　また，欧州司法裁判所は，1980 年マッカーシー
判決 10）により，「同一」ないし「同一価値」とは
使用者にとっての価値ではなく客観的な職務それ
自体の価値によって判断される，とした。さらに，
1995 年ロイヤルコペンハーゲン判決 11）は，その
客観的価値は「労働の性質，求められる教育訓練，
および労働条件	のような一連の要素を考慮して，
比較可能な状態」にあるか否かが判断される，と
した。
　構成国での具体的な適用段階では，たとえばイ
ギリスにみるように，救済機関が「同一価値労働」
の判定をする専門家を活用して立証の促進を図る
など 12），同法理の活用をより促進する工夫もな
されている。
　第 2は，男女別取扱い禁止の例外の範囲が，厳
しく限定されていることである。
　欧州司法裁判所は，性差別禁止を重視する立場
から，法が明文で定めたもの以外は例外として認
めず 13），また，その例外規定自体も厳格に解釈
する旨 14）を判示した。その結果，軍隊や夜勤か
ら女性一般を排除する構成国の法律がEU指令違
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反とされる 15）など，女性のみを対象に就労制限
する法律の見直しが迫まられ，基本的に男女共通
に必要な規制をおこなう方向へと進むことになっ
た。
　第 3は，比較対象者を選定する困難に直面した
ことから，その克服方法を追求していることであ
る。
　男女同一賃金原則や直接性差別禁止法理では，
他の性の労働者と比較して格差を立証することが
要件とされる。しかし，実際の職場では男女の
地位や職域が分離し，同一（価値）労働に従事す
る比較対象者が存在しない場合も多い。その場合
には性差別を主張できないのだろうか。この点に
関しては，「もし，申立人が他の性であったなら
……」という仮想比較対象者の設定が許されるか
否かが問題となった。
　欧州司法裁判所は，比較対象者の範囲について
若干の柔軟性は示しつつも（前任者やより低価値
の労働をしている者との比較は許容 16）），仮想比較
対象者を用いることを否定する判断をした。実在
者との確実な比較を求めたのであろう。しかし，
立証上の困難が大きいため，後に 2002 年改正男
女平等待遇指令により仮想比較対象者が肯定さ
れ，立法による改善が図られた。同時にこの問題
を通じて，「性差別」を「男女別取扱い」という
観点からのみ捉えるのは狭すぎるのではないか，
という疑問が喚起されていった。これについては
後述する。

2　「男女別取扱い禁止」の限界と「性差別」とは

何かの問い直し

　男女別取扱いを禁止する法理は，女性（ないし
男性）に対する偏見やステレオタイプな見方に
もとづく行為を排除するうえで有効に機能する。
EUでは 1970 年代半ば以降，男女別取扱い禁止
が徹底され，構成諸国における男女別の賃金制度
や昇進・昇格の運用上の差別，特定の職種からの
女性の一般的排除などが是正されていった。
　しかしそれにも拘わらず，職場での男女格差は
解消しなかった。男女同一取扱いとはなっても，
パートタイム労働や伝統的に女性が多い職種は低
賃金であったし，出産や妊娠に関連した採用拒否・

解雇・昇進昇格の遅れ，教育や家庭的環境上のハ
ンディなどがあるために，単に男女を同一に扱う
だけでは，女性労働者の地位向上や男女格差の解
消は困難であることが明らかとなっていった。
　こうした状況を踏まえ，学説からは，従来の性
差別禁止の法的枠組みに対して，2つの方向から
強い批判が加えられていった 17）。
　一つは，性差別を「男女別取扱い」とのみ捉え
てきたことに対する批判である。性「差別」とは
何かを問い直して，「男女別取扱い」だけではなく，
より広く多様に，性平等の実現を阻むものを「差
別」として捉えて除去していく必要性がある，と
いう主張である 18）。
　もう一つは，性差別の是正が，従来はもっぱら
個人による被害申立の事後的救済でしかなかった
ことへの批判である。従来の方法では個人に過大
な負担がかかるために，被害者の多くは申立すら
できずに差別に忍従し続けることになる。また，
個別の事後救済では是正の範囲も限定される。そ
こで，学説からは，個別被害の事後救済にくわえ
て，より積極的に，また被害者を包括的に対象と
して，差別を撤廃し平等を促進するような法的枠
組みの必要が主張されるようになった。
　では，こうした批判を踏まえて，EU法がどの
ように展開されていったかをみてみよう。

Ⅲ　「性差別」として禁止する行為形態
の拡大

1　間接性差別の禁止

　「性差別」として禁止する行為形態を拡大した
代表が，「間接性差別」の禁止である 19）。
　EU法では，1976 年男女平等待遇指令が「直接
および間接の差別」の禁止を規定したが（2条 1	
項）	20），間接差別の定義はなく，当初は，欧州司
法裁判所は，間接性差別を外形は性中立的だが真
の意図は男女別にある場合として，いいかえれば
直接性差別の一類型（男女格差という結果から男女
別取扱いを推定する，立証責任が転換された直接性
差別禁止）として捉えていた 21）。しかし，1986 年
ビルカ判決をリーディングケースとして，性差別
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意図の有無を問わず，一方の性に対して不利な効
果が生ずることに依拠して間接性差別の成立を認
める判例法理が確立した 22）。その後，この判例
法理が成文化され，現行 2006 年男女平等待遇指
令 23）は，ⅰ外形上は性中立的な規定・基準・取
扱いが，ⅱ一方の性の者に他の性の者に比べて特
定の不利益を与えうる場合には，ⅲその規定・基
準・取扱いが正当な目的により正当化され，かつ，
その目的を達成する手段が適切かつ必要なもので
ない場合には，間接性差別として禁止される，と
規定している（2条 1項 b号，4条，5条，14 条）。
　この間接性差別法理の枠組みとは，一方の性に
対して不利な効果（結果）が生じることに着目し
て，そこから男女平等の実現に障害が存在するこ
とを明らかにし，その障害が除去されていないこ
とをもって性差別として捉え（性差別の一応の推
定），その障害となっているものの正当化（性差
別的効果は生じるが許容）が認められない場合に
は，違法な性差別として法的規制を及ぼすという
法理である，と分析できる 24）。
　すなわち間接性差別禁止法理は，性差別の概念
を「男女別取扱い」という形態に限定せずに，「性
平等の実現に対する障害の不除去」をも含むと広
く解釈するものである。そして，性差別概念をこ
のように広く解釈することにより，偏見やステレ
オタイプな見方に基づく個々の行為を禁ずるだけ
ではなく，男女を同一に取扱う性中立な制度自体
が，実際には構造的に性差別の要因となっている
ことを明らかにして，その制度自体を是正させる
機能をもつ。また，同法理の適用対象が解釈上の
限定もなく広範であることから，社会の変化に対
応して新たな障害を洗い出し，性差別として是正
対象としていく機能も果たす 25）。
　EUで間接性差別法理が性差別是正に大きな役
割を果たしえた要因としては，上記ⅰの適用対象
が広範なことの他，つぎの点があげられよう。一
つには，指令の明文規定によって，仮想比較対象
者や統計的資料以外の立証方法（たとえば社会学
的な立証）が認められる 26）など，立証負担の軽減
が図られてきたこと，さらに，最も訴訟等で争い
となる正当化の成否に関して，比例性審査（当該
制度などの目的の正当性と，その目的達成のための

手段の適切さ・必要性を審査）により対立する利害
を比較衡量する手法を用いたこと，とくに，私的
な経済的利益を目的とする場合には，原則として，
厳格に，より性差別的でない他の方法はなかった
かなどを検討してきたこと，にある。
　他方で，間接性差別禁止法理は，たとえば，女
性が多いパートタイム労働に対する差別は禁止し
得ても，さらにその土台にある，多数の女性がパー
トタイムで働かざるをえないという社会における	
性別役割分業の解消までを求めるものではない 27）。
性別役割分業という性差別の根幹に切り込むに
は，別の法的対応措置が必要である。また，男女
の集団内部での多様化や性以外の事由との複合差
別の進行により，今後，性差別的効果の立証が難
しくなる恐れもありえよう。　

2　妊娠・出産に関する不利益扱いと性差別

　EU法が「性差別」の意味を広く解釈したもう
一つの例として，妊娠・出産に関する不利益取扱
いを性差別（直接差別）としたことがある。
　妊娠・出産に伴う解雇や昇進・昇格の遅れなど
は，女性労働者にとって，働きつづけキャリアアッ
プするうえでの重大問題である。しかし，性差別
を，男女の別なく「等しいものは等しく」扱うこ
と（形式的性平等）の違反という視点でのみ捉え
ると，妊娠・出産に関する不利益取扱いを性差別
と把握するのは難しくなる。なぜなら，比較する
男性はいないし，休業や就労制限を伴う場合も少
なくないからである。そして，性差別の問題では
ない，あるいは，性差別は「病気による欠勤や就
労制限のある男性と比べて不利益な扱い」をする
場合にのみ成立すると解釈するなら，男性の取扱
いを超える保障を認めるか否かは，専ら，妊娠・
出産の保護という立法政策・裁量の問題となる。
これに対して，EU法は，妊娠・出産に関する不
利益取扱いを，男女別取扱い禁止とは別の視点に
より，性差別の一類型とする法理を形成してきた。
では，その際，どのような考え方をとったのだろ
うか 28）。
　そのひとつは，妊娠・出産という「女性固有の
属性を理由とする不利益扱い」をもって性差別と
する解釈である。1990 年デッカー判決は，妊娠
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を理由とする採用拒否を直接性差別とする論拠と
して「女性のみが妊娠を理由に採用拒否」される
ことを挙げ，1994 年ウェブ判決では，より明確に，	
「妊娠・出産は男性の状況とは比較できない」旨を	
指摘したうえで，妊娠による就労不能を理由とする
解雇について直接性差別にあたると判示した 29）。
　もう一つは，1998 年チボー判決 30）が示した「女
性固有のニーズへの法的配慮に対する侵害」は	
性差別であるとする解釈である。判決は，出産
休暇による勤続期間不足を理由として勤務評定
（昇進に必要）が実施されなかった事案について，
1976 年男女平等待遇指令 2 条 3 項は，男女平等
の実現を確実にするために妊娠・出産に関する女
性への法的配慮の正当性を認めており，形式的平
等ではなく実質的な平等を追求するものであっ
て，その権利行使の不利益扱いは直接性差別とし
て許されない旨を判示した。
　これらの解釈の論拠は，法が目的とする性平等
を，形式的な「男女同一扱い」ではなく，より実
質的な意味で，すなわち，個人の尊重と配慮に基
づき各人の多様性を肯定したうえで，男女が雇用
社会の主体として同等の地位に立つこと，と捉え
たところにある。その観点から，「性という属性
を理由とする不利益取扱い」は，自らは変更でき
ない生来的な属性を理由とする不利益な扱いであ
り，男女の比較可能性の有無を判断するまでもな
く，それだけで性差別とされる 31）。また，女性
が妊娠・出産を経験しつつ男性と同等の労働者と
して働きつづけキャリア形成していくためには，
妊娠・出産および妊娠・出産に内在するリスクと
いう，女性固有のニーズへの配慮が法的に不可欠
であり，法による「女性固有のニーズへの法的配
慮」を侵害することは，性平等の実現を妨げるも
のであり性差別と解したのである 32）。
　こうした考え方に基づき展開されてきた法理の
内容を，2005 年マッケンナ判決 33）は，つぎのよ
うに整理している。すなわち，ⅰ	妊産婦につい
ての男女平等に関するEU法ルールの目的は，女
性労働者への配慮にある（実質的な意味での性平
等の追求），ⅱ	妊娠・出産に起因する疾病も，妊
娠に内在するリスクとして配慮すべき対象とな
る，ⅲ	妊娠から出産休暇の終了時まで特別の配

慮ルールが適用される，ⅳ	妊娠から出産休暇の
終了まで，妊娠・出産および妊娠・出産に起因す
る疾病による不就労を理由とする解雇は，直接性
差別である，ⅴ	妊娠・出産による不就労時の賃
金は，男性の疾病による不就労と同じ方法で取り
扱われ，また，支払額が妊娠労働者への配慮とい
う法目的を侵害するほど低くない限り，賃金の減
額は性差別にはならない 34）。

3　アムステルダム条約を契機とする性差別形態の

拡大・多様化

　EU法が目ざす「性平等」の意味を，男女「等
しいものは等しく」という形式的平等にとどまら
ず，より実質的な意味で捉えることは，1997 年
のアムステルダム条約でも示された。すなわち，
追加改正された前 141 条（旧 119 条）4 項は，ポ
ジティブ・アクションを許容する理由を「男女
の完全な実際上の平等を確保するため（下線は筆
者）」と規定し，EU法が形式的な平等にとどま
らない内容を目ざすことを明らかにしたのであ
る。
　そして，同条約を実施するための 2002 年男女
平等待遇改正指令は，新たに，セクシュアル・ハ
ラスメントおよびハラスメントを「性差別」とし，
また，「性を理由として人を差別するように指示
すること」も差別として規定した（2条）35）。い
ずれも，性差別を，男女の比較という視点ではな
く，男女が尊厳をもって同等に働くことに対する
侵害を差別として禁止するものである。「性平等
として何をめざし，性差別として何を禁止すべき
か」についての認識が進展するにともなって，「性
差別」として禁止する行為形態を拡大・多様化し
てきたといえよう。

1　アムステルダム条約と積極的な性差別撤廃 ･性

平等の実現

　性差別に関して，EU法が重点に置いたもう一
つの視点が，性差別を消極的に禁止するだけでは

Ⅳ　性平等をより積極的に推進するため
の法的手段
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なく，より積極的に，性差別を撤廃し性平等を実
現することである。ドイツや北欧諸国では，早く
からクォータ制の導入などが進められており 36），
後述するように逆差別として欧州司法裁判所でも
争われてきたが，EU自身も 1997 年アムステル
ダム条約により，性差別の撤廃と平等推進に対し
て積極的なアプローチをとることを明確に打ち出
した。
　すなわち，アムステルダム条約は，EUが男女
平等の推進をその目的の一つとし（EC条約 2条），
全活動を通じて男女の不平等撤廃・平等促進をめ
ざすこと（同 3条 2項，ジェンダーの主流化）を掲げ，
また，性などの差別と闘うためのEU権限を規定
する（同 13 条）とともに，旧 119 条を改正して，
一方の性に対する特別の措置の許容規定を追加し
た。
　ここでは，一方の性に対する特別の措置（以下
「ポジティブ・アクション」という）を取り上げて，
EUにおける積極的な男女平等アプローチの法的
枠組みに関する論議を紹介したい。

2　ポジティブ・アクションによる性差別の是正・

性平等の実現

（1）ポジティブ・アクション（一方の性に対す
る特別の措置）37）と逆差別

　ポジティブ・アクションについては，すでに
1976 年男女平等待遇指令 2 条 4 項で，平等な機
会の実現のための一方の性に対する特別措置は許
容される，と規定されていた。しかし，一方の性
に対する優遇措置は，他の性にとっては不利益	
扱い（逆差別）となるために，EU法上許容される
優遇措置の内容および範囲が問題となってきた 38）。
　欧州司法裁判所では，とくにクォータ制（少数
者優先枠割当制）による女性優遇をめぐり，それ
が EU法上許容されるか否かが争われた。1995
年カランケ判決 39）は，女性差別への有効な対抗
手段の必要性を指摘しつつも，性差別禁止の例外
は厳格に解釈すべきであり「（一方の性に属する者
を）絶対的かつ無条件に優遇する」制度は例外の
限界を超えて違法と判示した。この判決は，ポ
ジティブ・アクションを推進してきた EUの構
成国や EC委員会に衝撃を与えて大論争を巻き起

こし，前述した 1997 年アムステルダム条約改正
によるポジティブ・アクション規定導入（前 141
条 4 項）の要因となった。その後，1997 年マー
シャル判決 40）により，絶対的かつ無条件のクォー
タ制は EU法違反だが，ⅰ過少代表部門におい
て，ⅱ男女候補者が同一の資質を有する（equally	
qualified）	場合であって，ⅲ各候補者の全個別事
情が客観評価されて一方の性への優遇も覆しうる
制度であれば，法的に許容される旨が判示されて，
以後のリーディングケースとなっている。
（2）ポジティブ・アクションとしての許容範囲
の限定

　このように欧州司法裁判所は，クォータ制を全
否定はしていないが許容要件は厳格である。これ
は，一方の性に対する集団的優遇は，積極的包括
的是正手段ではあるが，他方で，近代法が立脚す
る個人主義と抵触する危険性を有し，実際にも，
差別を受けた者と優遇を受ける者との不一致や，
性以外の事由による被差別男性（たとえば，貧困
な黒人男性）との関係も問われるなどの問題点を
有するためである。
　また，ポジティブ・アクションによる女性優
遇が果たして女性差別の解消に有効かという問
題も，育児に関する女性優遇制度をめぐり論争
となった。欧州司法裁判所は，2002 年ローマー
判決 41）では保育施設の女性優先利用を認めたが，
2010 年アルヴァレ判決 42）で，育児休暇について，
女性には無条件に，しかし男性には妻が被用者で
あることを条件にのみ認めるという制度は，条約
が許容するポジティブ・アクションにあたらず違
法な性差別である，とした。同判決は，育児に関
する女性優遇が，育児の主責任は女性と考える性
別役割分業の維持となる旨を指摘して，事実上の
判例変更を行ったのである。
　学説も，積極的かつ包括的な法的措置の必要を
強く求めながらも，ポジティブ・アクション（一
方の性に対する特別の措置）については，その許容
範囲を限定的に考える見解が有力となっている。
たとえば，フレッドマンは 43），クォータ制につ
いて，性差別の原因が是正されないまま温存され
る危険性を指摘する。そして，一方の性に対する
優遇が性平等の実現にとって有効か否かを判別し
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て，射程範囲を画定することが必要かつ重要だと
し，判例法理によるポジティブ・アクション許容
に関する比例性審査（当該措置の目的の正当性と手
段の必要・適切性から審査）の技法を再評価してい
る。
（3）ポジティブ・デューティの提起
　フレッドマンらは，同時に，積極的かつ包括的
な対抗手段として，ポジティブ・デューティ（積
極的義務）の必要を提起する 44）。これは，国家や
使用者などに，職場の差別の構造的原因を把握し
分析して，構造的に改革する措置，また，平等を
促進するためのプロアクティブな措置―たとえ
ば仕事と家庭の両立策など―を義務づけようと
するものである。前述したポジティブ・アクショ
ンもそのなかの具体策の一つではあるが，性差別
が発生する構造全体をよりシステマティックに変
革して，新たな規範や制度を構築していくことが
志向されている。
　義務づけの論拠や義務の内容などが問題となろ
うが，性差別禁止法ないし性平等法の役割に対す
る発想の転換が求められているように思う。イギ
リスでの導入実践については後述する。

Ⅴ　新たな課題および克服に向けた試み

　このように，EU法では，1970 年代後半以降，
より多様な形態の行為類型を「性差別」として禁
止するための法理を形成するとともに，消極的な
差別の禁止だけでなく，より積極的な性差別撤
廃・性平等の推進が追求されてきた 45）。しかし，
学説からは，性差別と他の非正規雇用差別や年齢
差別などとの複合化が進んでいるにも拘わらず，
現在はなお差別事由ごとの規制のままであり，複
合差別には対応できていないとの批判も強い 46）。
また，積極的措置も導入の義務づけはなく，構成
国によるポジティブ・アクション導入を許容する
規定にとどまっており，その不十分さが指摘され
ている。
　これらを克服する試みとして，EUの構成国で
あるイギリスでは，国内および EUでの論議を
土台としながら，2010 年平等法が制定された 47）。
それまで差別事由ごとだった法を統合して一つの

法にし，その実施機関を単一の平等人権委員会と
して複合差別への法的対応を図った。2つの差別
事由が重複する結合差別に関する規定も新設され
ている。また，差別の禁止のみならず平等促進ア
プローチがとられ，ポジティブ・アクション，公
的機関のポジティブ・デューティが規定された。
政権交代もあって同法の具体的実施は遅れている
が，平等推進の新たなステージに向けた挑戦とし
て注目される。

Ⅵ　性平等に向けての法的枠組み

　以上のEU法の展開とそこでの論議から示唆を
受けつつ，以下に，日本における性平等に向けた
法的枠組みに関する問題提起をしておきたい。
　第１に，「性差別」と「性平等」という概念の
見直しが必要であろう。「男女同一扱い」を性平
等としてめざし，「男女別取扱い」を性差別とし
て禁止するだけでは，現代的な性差別に有効に対
抗することはできない。
　まず，性差別の原因の分析と認識が不可欠であ
る。すなわち，現代の性差別が，偏見やステレオ
タイプな見方による個人的な行為という問題にと
どまらず，むしろ，雇用や人事の制度的構造が家
族的責任をもつ労働者には不利になっており，そ
の構造からシステマティックに差別が発生してい
ることを認識することが必要となる。そのうえで，
法がめざす「性平等」について，形式的な男女同
一取扱いにとどまらず，より実質的な意味で，す
なわち，個人の尊重と配慮に基づき各人の多様性
を肯定したうえで男女が雇用社会の主体として同
等の地位に立つこと，ととらえ直すことが必要で
あろう。
　そして，それらの視点から，「性差別」として
規制すべき対象を洗い出すとともに，より実質的
な意味で，男女が労働者として「平等」な地位に
立つために法的に必要とされる内容を検討するこ
とが求められる。そこでは，男女別取扱いの排除
は，基本であり出発点にすぎない。それ以上に，
人事処遇制度自体の是正（平等実現への障害の排
除と改革）がより重要となろうし，女性固有のニー
ズへの配慮，仕事と私生活の両立にとっての障害
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の排除と支援措置も，女性の戦力化という政策論
としてだけではなく，性差別・性平等という規範
としての問題と位置づけられなければならない。
　第 2に，具体的な性差別禁止法理との関係では，
まず，基本的な出発点である男女別取扱いの禁止
の徹底が求められる。具体策の一つとして，EU
法で活用されている男女同一価値労働同一賃金原
則を，日本でも，同一価値労働の判断方法の明確
化や救済機関での専門家の活用などを図るなどし
て，より使いやすくする枠組み作りが求められる。
　また，間接性差別禁止法理については，現行の
男女雇用機会均等法では対象となる行為が施行
規則の定める 3 つの場合に限定・固定されてお
り，EU法と比べて差別への対抗力が著しく劣る。
パートタイム労働と通常労働者との処遇格差は，
日本の女性労働者にとって最も深刻な問題の一つ
であり，EU法では間接性差別禁止法理による是
正が最も進んだ問題であるが，これが均等法では
間接差別の対象とはなっていない。一方でパート
労働法に通常労働者との差別的取扱い禁止・均衡
考慮の規定はあるものの（8条 9条），そこでは女
性差別の視点が欠如しているために，人材活用の
仕組みや運用（転勤や配転の有無や範囲）が異なれ
ば適用されることはない。それだけに均等法の改
正による間接性差別禁止法理の対象の拡大・無限
定化が急務である 48）。
　妊娠・出産差別やハラスメントは，均等法では，
性差別とは別の保護の範疇として扱われている。
少なくとも，現行の保護水準がEU法の保障水準
を下回っていないか検討が必要である。
　第 3に，差別是正措置については，個人からの
救済申立について，立証負担の軽減・情報開示・
救済内容の多様化柔軟化（判決を通じたポジティ
ブ・アクションなども）を図るとともに，事業主
を対象とした，よりプロアクティブかつ包括的な，
性平等実現のための法的措置の義務づけが早急の
課題であろう。均等法では，ポジティブ・アクショ
ンの受容と事業主に対する国の援助に止まってい
る（13 条 14 条）。男女を共通対象とした積極的差
別是正のモデルも紹介されているが，実施してい
る企業は少ない。国・公共団体および一定規模の
企業には，ポジティブ・デューティとしてプロア

クティブな措置を義務づけて，少なくとも，行政
指導と合わせて不作為に対する司法的違法確認を
求め易くしなければ，性差別是正の進展は困難を
伴うであろう。　

Ⅶ　お わ り に　

　現代の性差別は，多くが雇用形態差別や年齢差
別そして社会経済的困難など他の差別事由や社会
要因と複合して，社会・経済構造と密接に関連し
ながら発生している。日本は，EUと比べて移民
という低賃金労働者層が少ないこともあり，女性
とりわけ家族的責任を有する女性が，低賃金で雇
用調整しやすい労働者として活用されてきた。確
かに，今日，女性労働力の活用が社会的に重要な
課題として認識されている。しかし，それが，自
助努力と家庭環境により「男性なみ」「男性以上」
に能力を開発し働く環境を整え得たごく一部の女
性の登用に限られたり，また，それ以外の女性た
ちが職域や地位を事実上限定されたまま低労働条
件で活用されたりすることになってはならない。
　EUが，持続的経済発展と人権保障の両者の実
現を追求し，紆余曲折しながらも，男女別取扱い
禁止を徹底し，禁止する差別形態を拡大し，プロ
アクティブに性差別を是正し性平等を実現する法
的取り組みを発展させてきたことは，日本の性平
等に向けた法的枠組みを考えるうえでもおおいに
参考にされねばならない。

	1）たとえば，低賃金パートは，既婚女性を豊富な供給源とし
て成り立っている。遠藤公嗣「雇用の非正規化と労働市場規
制」大沢真理編『ジェンダー社会科学の可能性　第 2巻　承
認と包摂へ』（岩波書店，2011 年）および本特集の諸論文参照。

	2）	EUは，1957 年設立の EEC（欧州経済共同体）・EC	（欧州
共同体）を前身とする国家連合を超えた性質をもつ組織であ
り，独自の法を有する。EU法の最上位が EUの構成国間で
締結される条約であり，その下に，指令などが制定される。
EUの性質と法については，中西優美子『EU法』（新世社，
2012 年）18―35 頁参照。なお，本稿では，特段の記載のない
かぎり，EUの前身である EEC・EC も含めて「EU」，それ
らの共同体を規律する法を「EU法」と表記する。

	3）性平等に向けての法的枠組みとしては，性差別を禁止する
法制の他，労働基準法やワーク・ライフ・バランスや社会保
障に関する法制，パートタイムや派遣労働に関する法制など，
さまざまな視点からの法が関連するが，本稿では，性差別禁
止法・性平等法に焦点をしぼり，必要な範囲でその他の関連
法に言及することにしたい。
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	 4）条約旧 119 条は，女性賃金のダンピングによる不公正経済
競争の防止という経済取引ルールの確立を主な目的として
規定され，法的効力も曖昧だった。しかし，1976 年・1981
年 Defrenne ⅡⅢ先決裁定（Case	43/75	Defrenne Ⅱ [1976]	
ECR	455；Case	149/77,	DefrenneⅢ [1978]	ECR	1365）により，
条約旧 119 条が基本的人権の保障を目的とする旨が判示され
た。この人権保障という性格が認められたことが，その後の
性差別禁止法理の発展の基礎となるとともに，法のめざす性
平等を徹底し，内容を拡充していく論拠の一つとなっていく。

　　なお，「先決裁定」は，欧州司法裁判所	（European	Court	
of	Justice,	 なお，2009 年リスボン条約発行後は	Court	of	
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